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3 政策形成過程における住民参加手法の研究
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研究概要

地方分権時代、人口減少社会における持続性ある公共経営、自治体政策のあり方について調査
研究を行っています。特に今後の地方創生、地域再生の推進に重要となる公共ストックマネジメン
ト、公民連携（PPP：パブリック・プライベート・パートナーシップ）手法、政策形成に係る住民参加・
協働手法を研究分野としています。

１ 公共ストックマネジメントに関する研究
高度経済成長期に整備された大量の公共ストック（公共施設、道路、橋梁、上下水道）が一斉に
老朽化し、自治体経営を大きく圧迫しています。今後、本格化する人口減少社会の到来に備え、人
口規模、住民ニーズを踏まえた公共ストックの「量・質・コストの適正化」を図ることが重要なって
います。自治体や地域が保有する公共ストックの現状や課題を把握し、中長期の視点にたったマ
ネジメントのあり方を研究しています。

２ 公民連携（ＰＰＰ）手法に関する研究
地域社会や地方自治体が担う公共領域は大きく拡大し、「新しい公共」と呼ばれています。「新し
い公共」は、行政等の公共セクターだけではなく、企業・NPO等の多様な民間セクターも参画し、
公民両セクターが有する個性・能力・実績等を最大限に発揮できる「公民連携（ＰＰＰ）」の取組が
重要となってきています。公民連携（ＰＰＰ）によるまちづくりでは、新たな連携・協働スキームが開
発され、ユニークな成果が全国で生み出されつつあります。こうした公民連携（ＰＰＰ）手法のあり
方や実施に係る課題等について研究しています。

３ 政策形成過程における住民参加手法の研究
多様化・高度化する住民・地域ニーズに対応するため、地方自治体が実施する地域政策は
PDCAサイクルに基づき展開されています。このPDCAの各段階において、住民参加・協働の取組
の拡充が必要となってきており、適法・適正・適切な公民連携・協働に係る手法等について研究し
ています。
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技術相談に応じられる関連分野
・ 自治体政策に係る調査研究
・ 公民連携のあり方・効果の検討
・ 住民自治の拡充、住民参加手法のあり方の検討
メッセージ
地方自治の専門シンクタンクの研究員として、約30年間、全国の自治体政策や地域づくり
に関わってきました。仕事を通じて築いた全国の学識者、まちづくり関係者、行政関係者
とのネットワークを地域社会との連携等に活かしていきます。


